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　本稿中の図及び表について，本文で言及する際の判読性を損ねないために，一律して「図表」
としてナンバリングしている。

第１章：本研究の目的と概要

　2020年初頭から続く新型コロナウイルスの流行は，約２年以上にわたり，我々の生活を変貌さ
せた。現在日本においては様々な規制が撤廃され，複数回のワクチン接種や新しい生活様式の浸
透等によって経済活動を再開させる，ウィズコロナ政策が推進されている。京都府京都市におい
ても一定の新規陽性者を出しながらも国内外からの観光客の受け入れを進め，苦しい状況にある
京都市財政の再建を図っている。
　しかし，現在の日本は少子高齢化が進行しており，それは京都市においても例外ではない。少
子高齢化による生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加は，京都市に供給される労働力の減少と
医療・福祉分野における労働力需要の増加をもたらす。この傾向が続く中で京都市が観光政策を
推し進め，観光に関連した産業部門の労働需要を増加させていくことで，医療・介護分野の労働
力人口が不足する懸念がある。
　そこで，本研究では2025年の京都市における労働力について，需要と供給の両面から推計を行
い，需要超過が発生する可能性について検討する。第２章では研究の対象である京都府京都市に
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ついて，現状と課題の整理を行う。第３章では，2025年の大阪府における，少子高齢化を反映し
た労働需給の推計に関する先行研究について紹介し，本研究で利用する研究対象の区分と手法に
ついての説明を行う。第４章以降で，2025年の京都市における，少子高齢化と観光の影響を加味
した労働需給の推計を行い，比較していく。
　第４章以降の推計に際しては，以下のようなフローチャートで進めていく（図表１―１）。
　９章で指摘された2025年の京都市における労働力不足については，10章で行政・民間の視点か
らそれぞれ解決案を提示し，結論とする。

第２章：京都市の概要

　初めに，本研究の対象となる京都府京都市について概要を述べる。

［2―1］京都市の概要
　京都市は，京都府の府庁所在地であり，政令指定都市である。市内人口は，京都府内人口約
253万人のうち過半数を占める約144万人（いずれも2023年11月現在の推計値）であり，市内総生産
は，2020年時点で府内総生産約10兆円の６割強を占める約6.1兆円と，様々な面で京都府の中心
となる都市である。また，経済面でも京都府，滋賀県，大阪府の21市９町により構成される京都
都市圏の中心都市という役割や，大阪市を中心とした京阪神大都市圏の一角という役割も担って
おり，近畿地方の経済圏における重要な都市の一つとして位置付けられている。

［2―2］新型コロナウイルス流行前後の京都市経済の変化
　京都市にとって観光関連産業は非常に重要な産業として位置付けられている。図表２―１に示
されているように，京都市の雇用の20％以上が観光消費により創出されており，これは日本全体
の割合と比較しても非常に大きいものとなっている。
　しかし，2020年初頭の新型コロナウイルスの流行で日本経済が大きく打撃を受けたように，京
都市もまたその影響は大きかった。京都市統計ポータル（2023a）「市民経済計算 令和２（2020）

年度 推計結果の概要」によれば，2020年の京都市内総生産は2019年より約3600億円減少してい
（　　）

図表１―１　京都市の労働需給推計のフローチャート

（筆者作成）

比較
（９章）

2025年の観光客数を独自推計した場合の
労働需要の推計

（７・８章）

2019年の観光を加味した労働需要の推計
（６章）

観光を加味しない場合の労働需要の推計
（５章）

2025年の労働需要

グラビティモデルを使用した推計
（４章）

2025年の労働供給
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図表２―１　京都市の観光雇用

（京都市観光協会（DMO KYOTO）HP より引用）
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図表２―２　2019年・2020年の市内総生産（名目値）と増加比

（京都市統計ポータル（2023）より筆者作成）
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る。部門別の生産額と対前年増加比は図表２―２のようになっている。
　生産額は多くの部門で2019年から減少しており，特に「運輸・郵便業」「宿泊・飲食サービス
業」は40％以上の減少となっている。京都市観光協会（DMO KYOTO）（2020）「京都産業観光調
査」によれば，2020年の宿泊客数は2019年の1317万人から約60％減少した531万人と大幅に少な
くなっており，新型コロナウイルスの流行による，国内外からの観光客数の減少が「運輸・郵便
業」「宿泊・飲食サービス業」の市内生産額の大幅な減少につながったと考えられる。

［2―3］アフターコロナにおける京都市の観光状況
　このように，新型コロナウイルスの影響で京都市の経済，そして観光は大きな影響を受けてい
た。そこから約３年が経過して，観光状況もコロナ前に回帰する様相を呈してきた。
　京都市観光協会（DMO KYOTO）（2023）「京都観光総合調査」によれば，2022年の京都市への
観光客数は，新型コロナウイルス流行前の2019年の約８割となる4361万人まで増加している（図

表２―３）。
　宿泊者数についても，2019年の約７割となる969万人まで数字が回復しており（図表２―４），新
型コロナウイルス流行の影響から徐々に脱却しつつある。
　こうした数字を見ればわかるように，京都市の観光状況は新型コロナウイルス流行以前の様相
を取り戻しつつあり，さらに増加していく可能性がある。
　一方で，急激な観光需要の増加により，京都市内の観光関連産業においては人手不足が問題と
なっている。京都市観光協会（DMO KYOTO）（2023）「観光業界における人手不足についての臨
時調査の結果について」では，2023年６月に京都市の観光関連事業者にアンケートを行った結果
が示されている。アンケート結果によれば，回答事業者の65.1％は2019年時点から従業者を減ら

（　　）

図表２―３　京都市の観光客数

（注）　平成23年及び平成24年は調査手法の変更により観光客数を推計していない。
（注）　令和２年及び令和３年はコロナ禍の影響により全国統一基準に基づく推計を行っておらず，表記は，本市の独自推計であ

り，他の年との時系列による比較はできない。
（京都市産業観光局（2023）「観光客の動向に係る調査  令和４（2022）年１月～12月」より引用）
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しており，特に「宿泊」業者においては41.6％の事業者が，2019年と比較して従業員を２割以上
減らしていると回答している。また，人手不足を感じるかどうかという設問については，回答事
業者の71.3％が「とても感じる」「感じる」と回答しており，「宿泊」業者に絞ると９割以上の事
業者が「とても感じる」「感じる」と回答している。このように，観光関連産業，特に宿泊業で
は，新型コロナウイルス流行以降は従業員を減らしており，結果的に現在の観光需要に対応でき
る従業員数を確保できていないことがわかる。同調査での，人手不足のために取り組んでいるこ
と・これから取り組みたいことについての回答は「賃金水準の向上」が最も多く，今後の観光関
連事業者は賃金水準の向上を中心とした施策で労働力を確保していくとみられる。

［2―4］観光が市民生活にもたらす弊害
　次に，観光が市民生活にもたらす弊害について述べる。上述のとおり，観光関連産業は京都市
の重要な産業であり，多くの雇用を創出している。一方で，新型コロナウイルス流行前の京都市
では，過剰な数の観光客の入洛（京都市への来訪）がオーバーツーリズム（観光公害）を生み出し
ていることが問題となっていた。
　京都市におけるオーバーツーリズムは，主として「混雑」「マナー違反」が挙げられる。「混
雑」は，四条河原町をはじめとした市内都市部に観光客が押し寄せることによって市民の快適な
歩行が妨げられるほか，主要な観光地に向かうバスと市民の生活に利用するバスや電車が分けら
れていないことにより，通勤・通学のためのバス・電車を乗りそびれてしまうことなどが問題と
なっていた。「マナー違反」は祇園の私有地への立ち入り，芸舞妓の写真を無断で撮影するなど
が問題となっていた。
　アフターコロナで観光客数が戻ると同時に，こうしたオーバーツーリズムの問題も再び発生す
るようになっている。2023年10月18日に開催された第21回「観光立国推進閣僚会議」でも京都市
のオーバーツーリズムが取り上げられており，特に「混雑」では大型手荷物の持ち込みによって

（　　）

図表２―４　京都市の宿泊客数

（注）　調査手法の変更により，令和元年以降の数値は過去の数値と時系列による比較はできない。
（京都市産業観光局（2023）「観光客の動向に係る調査  令和４（2022）年１月～12月」より引用）
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バスの円滑な運行に支障が出ていること，タクシーが不足していることも挙げられていた。こう
した問題の解決としては，比較的空いている地下鉄の振替への誘導，京都駅で手荷物を預かる

「手ぶら観光」の推進などが述べられている。
　上記の問題点以外に，土地の高級化（ジェントリフィケーション）の問題が挙げられる。観光客
を受け入れるために，街に宿泊施設や観光客向けの商業施設を多数建設することで，その土地の
不動産価格の高騰や，住民が利用できる施設が減少するという問題が生じる。実際に京都市東山
区六原では，新型コロナウイルス流行前に町屋ゲストハウスが急増し，地価が高騰したほか，喫
茶店や惣菜店をリノベーションしたレンタル着物店やレンタル自転車店などが開業し，地元住民
が利用できる施設が減少したという事例もある（池田（2020））。
　京都市情報館（2023）「民泊の利用及び提供に当たって（重要）」によれば，2022年の市内宿泊
施設は，調査の始まった2016年と比較して，旅館・ホテルが100軒，簡易宿泊所が約1300軒増加
している。こうした宿泊施設の増加によって，ジェントリフィケーションが発生することについ
ても考慮し，対策を講じていく必要がある。

［2―5］京都市における少子高齢化
　最後に，京都市の少子高齢化状況について述べる。京都市は，国勢調査結果から住民基本台帳
の人口動態（出生・死亡・転入・転出）を加減して算出した人口を「推計人口」として毎月公表し
ている。公表によれば，京都市人口は2016年をピークにして減少が始まっており，2023年時点で
約144.3万人となっている（図表２―５）。
　市内人口を年齢階級別にみると図表２―６のようになる。市内人口における65歳以上の高齢者
人口の割合はこの1990年以降増加し続けており，2005年に20％を超えた高齢者割合は，2023年時
点では約30％まで増加している。また，０～14歳人口の人口割合も1990年以降減少傾向が続いて
おり，京都市において少子高齢化が進行していることがわかる。
　75歳以上の後期高齢者人口の割合は図表２―７のようになっており，右肩上がりに上昇してい

（　　）

図表２―５　京都市の人口の推移

（京都市統計ポータル（2023b）「推計人口」をもとに筆者作成）
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ることがわかる。後期高齢者は特に医療・介護を必要とする人が多くなっていくため，この傾向
が続くと，医療・介護に必要な労働力が今後さらに増加することが予想される。
　以上の点を踏まえ，３章以降では2025年の京都市における，少子高齢化と入洛観光客数を加味
した労働供給・労働需要について推計を行い，比較を行なっていく。

第３章：先 行 研 究

　地域における労働需給に関して，少子高齢化の影響を加味した推計を行っている研究として，
松尾匡（2020）「少子高齢化時代に IR が奪う労働の推計―大阪府経済の場合―」を紹介する。松
尾（2020）は，カジノを含む統合型リゾート（IR）の開業が予定されている2024年頃の大阪府に
おいて，IR の建設・運営が，少子高齢化による労働力不足をより一層深刻化させることを示し

（　　）

図表２―６　京都市人口の年齢階級別割合

（京都市統計ポータル（2023b）「推計人口」をもとに筆者作成）
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図表２―７　京都市内の75歳以上人口の割合

（京都市統計ポータル（2023b）「推計人口」をもとに筆者作成）
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ている。
　研究では2025年の大阪府における労働需給推計を「IR がない場合の総必要労働」「大阪府内の
労働力人口」「IR の建設・運営による労働誘発圧力」の３点に分けて推計・比較を行っている。

［3―1］IRがない場合の総必要労働
　「IR がない場合の総必要労働」では，大阪府産業連関表の府内最終需要を

イ　「医療・介護等」…高齢化で最終需要が拡大する部門
ロ　「医療・介護等」以外の個人消費…府内人口に比例して需要が均斉に減少する部門
ハ　それ以外の最終需要…最新（2013年）の大阪府産業連関表から不変

の三者に分け，2013年大阪府産業連関表の府内最終需要にイ ロの変化を反映させる形で2025年
の府内最終需要，及び総必要労働を推計している。なお，具体的な立式については，これを援用
した本研究［5―1］と説明が重複するため，そちらで説明することとする。
　まず，イ「医療・介護等」では，2025年の大阪府における「医療」「保健衛生」「社会保障・社
会福祉」及び「介護」の府内最終需要を推計している。これは，これまでに公表されている大阪
府産業連関表の各部門の最終需要を被説明変数に，それぞれの年の大阪府の75歳以上人口を説明
変数にして線型回帰式を求め，そこに大阪府の2025年の75歳以上人口の推計値を代入することに
よって求めている。
　次にロ「医療・介護等」以外の個人消費では，2025年の大阪府における「医療」「保健衛生」

「社会保障・社会福祉」及び「介護」以外の府内最終需要を推計している。大阪府の2025年の人
口は，産業連関表の参考年である2013年から3.7％減少すると推計されている。そのため，産業
連関表の「民間消費支出」列のうち「医療」「保健衛生」「社会保障・社会福祉」及び「介護」を
除いた部門の支出額を3.7％減少させ，一次波及効果を求めることで最終需要額が計算できる。
　また，大阪府産業連関表の雇用表から各部門の雇用係数を推計し，最終需要に乗ずることで，
それぞれの部門の労働誘発量を求めている。その結果，IR がない場合の，2025年の大阪府に必
要な従業者総数は，441万５千人と推計されている。

［3―2］大阪府内の労働力人口
　次に，2025年の大阪府内の労働力人口を推計することで，必要な従業者総数との比較を行って
いる。推計では，ゼミ生による独自推計や，独立行政法人労働政策研究・研修機構の2020年推計
値から，複数の成長シナリオに基づいて2025年の労働力人口の推計を行うなどして，複数の値を
提示している。この推計値と「IR がない場合の必要労働」との比較を行うと，最大で39.8万人
の労働力不足が生じ，5.2万人の労働余裕が生じる場合も，失業率で見ると1.16％という超完全
雇用となって，介護部門での人手不足が深刻になっていることを示している。

［3―3］IRの建設・運営による労働誘発圧力
　前項で，IR がない場合の2025年の大阪府において，既に労働市場は逼迫していることを示し
ていたが，そこに IR の存在を加味した場合に追加的に必要となる労働力について，推計を行な
っている。推計にあたって「IR の運営による労働誘発圧力」「IR の建設による労働誘発圧力」

（　　）
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「来阪外国人観光客の増加による労働誘発圧力」に分けて波及効果を計算し，追加的に必要とな
る労働力が5.2万人であると分析している。これにより，2025年の大阪府における労働力不足は
さらに深刻なものとなり，［3―2］で述べた最も楽観的なシナリオにおいても，労働の余地がゼロ
となることを示している。

［3―4］本研究への援用
　本研究では，先行研究の区分に基づき，2025年の京都市の労働需給推計を「2025年の観光を加
味しない労働需要（５章）」「2025年の労働供給の推計（４章）」「観光を加味した労働需要（６～８

章）」の３点に分けて推計を行う。また，「2025年の観光を加味しない労働需要」については，［3
―1］で紹介した手法を利用して推計を行なっていく。

第４章：2025年の労働供給の推計

　本章では，2025年に供給される労働量の推計を行う。ただし，既存の推計を行なっている統計
資料は都道府県単位のものが多い。そのため，京都市に限定した労働供給の推計を，グラビティ
モデルを用いて独自に行う。

［4―1］グラビティモデルを利用した移動労働力の推計
　グラビティモデルは，主に貿易系の経済学で利用されるモデルで，以下の式のように貿易額が
各国の GDP に比例し，国同士の距離に反比例するというものである。

貿易額 ij＝A
GDPiGDPj

距離 ij

　グラビティモデルは労働政策・研究機構（2007）「都市雇用と都市機能に係る戦略課題の研究」
のように，地域間の人口移動でも利用されるケースがある。そこで，本研究でもグラビティモデ
ルを利用して京都市と他地域の労働力移動を推計する。
　まず，以下のような式を立てる。

Mij＝A
Pα

i Q
β
j

r γ
ij

 ⑴　　

　ただし，Mij は i（常住地）から j（通勤先）へ移動する労働力，Pi は常住地の生産年齢人口，Qj 
は通勤先の人口，rij は通勤にかかる時間距離，A は定数である。
　時間距離については，Yahoo ! JAPAN「路線情報（乗換案内・時刻表・路線図）」の検索機能を利
用して，2023年９月１日午前９時時点における京都駅から，各都道府県庁所在地，あるいは京都
府内の各市・区役所，村役場の最寄駅まで移動する際に要する時間を用いた。また，他府県に関
しては在来線のみで通勤を行う場合と，特急列車や新幹線，飛行機を用いて通勤する場合で時間
距離は異なるため，最も短い時間で到着できるものを「最速」，120分を超えない場合に限り在来

（　　）
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線を利用するものを「準最速」として，別々に推計を行った。
　更に，京都駅への所要時間が９分と，非常に近い時間距離である滋賀県大津市に，滋賀県の移
動労働力を全て集中させた場合，滋賀県の移動労働力の推計値が正しく推計されない懸念がある。
そのため，湖南地域（大津市，草津市，守山市，栗東市，甲賀市，野洲市，湖南市）の移動労働力は大
津市，それ以外の移動労働力は彦根市に分けた推計も別途行なった。便宜上，滋賀県を湖南地域
とそれ以外に分割しないものを推計①，分割したものを推計②とする。
　ここで，推計に回帰分析を用いる都合上，⑴式を対数化して⑵式とする。

lnMij=lnA+αlnPi+βlnQj-γrij ⑵　　

推計にあたっては総務省統計局（2022b）「令和２年国勢調査に関する不詳補完結果従業地・通学
地の不詳補完」の京都市と各都道府県・京都府内市町村の通勤・通学者の人数を利用し，回帰分
析を行なった。各統計量の紹介を図表４―１，他地域から京都市に移入する労働力の分析結果を
図表４―２，京都市から他地域に移出する労働力の分析結果を図表４―３にまとめる。
　自由度修正済決定係数はすべてとても高い。定数項や各係数の p 値も総じて微小で有意であ
る。ただし「移入（他府県，推計②，準最速）」における生産年齢人口の p 値はやや高い結果とな
っているが，これも５％有意水準の基準では有意とみなせるため，信頼性の高い推計だと言える。

「移出（府内市町村）」の切片の p 値もやや高くなっているが，本研究ではこのまま利用する。
　いずれの回帰分析結果においても，他府県及び府内市町村の「生産年齢人口」「人口」は正の

（　　）

図表４―１　各統計量の紹介
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（　　）

図表４―２　他地域から京都市に移入する労働力の回帰分析結果
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係数となり，「時間距離」は負の係数となった。すなわち，他府県及び府内市町村の生産年齢人
口・人口が大きいほど移入・移出する労働力も大きくなり，通勤に要する時間が大きいほど移
入・移出する労働力は小さくなるということである。これは⑵式の各項の符号とも一致するため，
この係数を用いて以下のような式を得た。

・京都市に移入する労働力
他府県からの移入（①最速）：lnMij=11.582+0.440lnPi-2.629rij

　　　　　　　（①準最速）：lnMij=11.937+0.432lnPi-2.671rij

　　　　　　　　（②最速）：lnMij=12.472+0.404lnPi-2.705rij

　　　　　　　（②準最速）：lnMij=13.862+0.341lnPi-2.794rij

府内市町村からの移入　 　：lnMij=7.019+0.782lnPi-2.001rij

・京都市から移出する労働力
（　　）
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89:; *+,0,<<,,/
=>? 5/

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" 0 -,0+,034<, ,<+5<50355 ---+<--5,, 4+3-/4PQ-3
R; 55 .3+*034,40 *+3<503<04
S$ 5< 0.*+,4/-<5

T? 89:; U( VQW XY(,4Z [Y(,4Z XY(,4+*Z [Y(,4+*Z
\] -.+3<0-*,- 0+<0,333<4 4+0/*,3/*, .+,0-0PQ*< 3+4<-,-<3. -,+-<0.*-4 3+4<-,-<3. -,+-<0.*-4
^_`abc *+.5-0<5-4 *+-<.4.-*, 0+*3<354/. *+*50/03</ *+*--<33, *+</*3.,5 *+*--<33, *+</*3.,5
defg Q0+/,5-.*0 *+-,/.*.<5 Q-5+-<-4/5 4+./30PQ-3 Q.+-,-/<,4 Q0+.,<5,*3 Q.+-,-/<,4 Q0+.,<5,*3

（筆者作成）

移入（府内市町村）
!"#$

%&'() *+,-./-,/0
%12(). *+,344.50.
67(). *+,3*40,*3
89:; *+0*<3,,34
=>? .4

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" . 535+/<*--3 -*+0,*/<0< 5,*+,53,0< 5+.434PQ53
R; .. <+534,-3-3 *+/-*.-54<
S$ .3 53,+4.0-3<

T? 89:; U( VQW XY(,4Z [Y(,4Z XY(,4+*Z [Y(,4+*Z
\] -+*5,53-50 5+33*/05<3 3+<-/5</.. -+5043PQ*4 3+*/.*5,4/ 5*+**0.-3< 3+*/.*5,4/ 5*+**0.-3<
^_`abc *+-<5<<*4 *+*,,<35- -+</5.*50< <+/,43PQ*< *+4-3<.53< *+,<<,/,45 *+4-3<.53< *+,<<,/,45
defg Q.+***-<44 *+5-0,4-<0 Q55+/*0404 5+./0PQ5* Q.+/0---/0 Q5+0//-,-3 Q.+/0---/0 Q5+0//-,-3
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（　　）

図表４―３　京都市から他地域に移出する労働力の回帰分析結果

移出（他府県，推計①，最速）
!"#$

%&'() *+,-./001,
%23()4 *+/1/--05-
67()4 *+/144.*55
89:; *+<,404/0/
=>? 01

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" 4 .</+*<5--5 /,+*-<11<0 .0.+<,41./ .+.<.4PQ.,
R; 0- 4<+**.500< *+14<,04,
S$ 05 4*5+*<1/<,

T? 89:; U( VQW XY(,5Z [Y(,5Z XY(,5+*Z [Y(,5+*Z
\] 1+<<4*,044 4+5<-4.*.4 4+1-.<1//0 *+*..<0<5, .+5/4<4.00 ..+,1.01< .+5/4<4.00 ..+,1.01<
^_ *+11*0//4. *+.54/,-,. 0+-.,,..<. ,+*05/PQ*5 *+-54.0/45 *+,1//4/.< *+-54.0/45 *+,1//4/.<
`abc Q4+0,1.055 *+.<.</*// Q.0+5-*,/1 -+-,<-PQ./ Q4+/045<01 Q4+.0,<.1- Q4+/045<01 Q4+.0,<.1-

移出（他府県，推計①，準最速）
!"#$

%&'() *+,-.-,*-
%/0()1 *+23-*241-
56()1 *+27382118
9:;< *+332**88
=>? .7

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" 1 83,+*.,4,. 2,+41.3,72 8.3+,*4*18 4+-848PQ1*
R< .- 17+*131242 *+7*412431
S$ .4 1*4+*3723,

T? 9:;< U( VQW XY(,4Z [Y(,4Z XY(,4+*Z [Y(,4+*Z
\] 3+82,,243, 1+4-,-*323 1+2-8.3.71 *+**3*1*77 1+*72,2-.1 81+-8*,221 1+*72,2-.1 81+-8*,221
^_ *+748*.4-- *+84*1.877 .+----18*1 2+738PQ*4 *+-.2*4.84 *+,4.*-748 *+-.2*4.84 *+,4.*-748
`abc Q1+4..7373 *+838-*.83 Q8.+24.313 8+4-7.PQ82 Q1+2,*8..4 Q1+8,,1*2, Q1+2,*8..4 Q1+8,,1*2,

移出（他府県，推計②，最速）
!"#$

%&'() *+,-./,01
%23()4 *+51-/.561
78()4 *+5/1,*6--
9:;< *+1,44*4//
=>? .1

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" 4 0,*+,---,6 ,6+.///,1- 064+0016.- 0+101PQ4*
R< .. 41+/0-1.41 *+/41656*/
S$ ./ 405+6.10-1

T? 9:;< U( VQW XY(,6Z [Y(,6Z XY(,6+*Z [Y(,6+*Z
\] 1+,*05/0,5 4+-444011. -+.*414446 *+**0.-0.- -+4401-,/6 04+650,5.- -+4401-,/6 04+650,5.-
^_ *+/06/0655 *+0..0*6*1 .+410,,-44 *+***0*4*0 *+-460,04 *+,*/*.*61 *+-460,04 *+,*/*.*61
`abc Q4+655./-- *+0/**111. Q0/+01**-5 -+,.,,PQ4* Q4+,00*155 Q4+4/65.15 Q4+,00*155 Q4+4/65.15
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他府県への移出（①最速）　：lnMji=6.772+0.660lnQi-2.496rji

　　　　　　（①準最速）　：lnMji=7.190+0.651lnQi-2.545rji

　　　　　　　（②最速）　：lnMji=7.902+0.616lnQi-2.588rji

　　　　　　（②準最速）　：lnMji=9.392+0.549lnQi-2.682rji

府内市町村への移出　　　　：lnMji=3.418+0.973lnQi-1.883rji

　ただし，移入労働力の Qj は全て京都市の2020年の人口（1,463,727人），移出労働力の Pj は全
て京都市の2020年の生産年齢人口（896,782人）であるため，それぞれに関して回帰分析を行なっ
た場合の係数は０となるため上記式には含まれていない。
　上記の式に2025年の他府県・府内市町村の人口及び生産年齢人口，時間距離を代入するし，真
数変換することで移動労働力を求めることができる。他府県から京都市に移入する労働力の推計

（　　）

移出（他府県，推計②，準最速）
!"#$

%&'() *+,-.-/0/1
%23()- *+145,-6-5
78()- *+140/.4-/
9:;< *+1/**4/,4
=>? /5

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" - 015+/,..54 ,6+5/16654 06-+1/4,*1 -+-.56PQ0,
R< // 60+*4*/.-6 *+5*4.,-6-
S$ /. -01+4/5065

T? 9:;< U( VQW XY(,4Z [Y(,4Z XY(,4+*Z [Y(,4+*Z
\] ,+6,-0-,-0 -+404.154/ 6+566/-/6, *+***46,-4 /+6--*,/0- 0/+/.-0./6 /+6--*,/0- 0/+/.-0./6
^_ *+4/,6.545 *+0464*.,, 6+451551,6 *+***144/4 *+-6,,,/45 *+1415/*45 *+-6,,,/45 *+1415/*45
`abc Q-+.10..-/ *+0555-,,6 Q04+*11/0- 4+-.1.PQ0, Q6+*6,1464 Q-+6-6/50- Q6+*6,1464 Q-+6-6/50-

（筆者作成）

移出（府内市町村）
!"#$

%&'() *+,-./-*0
%12()3 *+.,.,4*-
56()3 *+..,4.0.,
789: *+.;.<*0./
=>? 30

@A@BC
DEF GH @A =>IJK@AL MN(O

!" 3 /-4+0,3;., 4<+4,;<--0 ,4+.4.,.*< /+//,<PQ//
R: 33 /;+0.4**,0 *+40<,0-,.
S$ 3- /;-+/4,;,,

T? 789: U( VQW XY(,0Z [Y(,0Z XY(,0+*Z [Y(,0+*Z
\] <+-/.3<.,, 3+/;;;/*34 /+044;.,.< *+/3.,*.40 Q/+*40*<04 4+,//0/<;4 Q/+*40*<04 4+,//0/<;4
^_ *+,4<-0*3, *+/-,*-4/, ;+0<//0-,; /+-<;PQ*; *+;;-<-0<- /+3.30003- *+;;-<-0<- /+3.30003-
`abc Q/+..<3--/ *+3-.3<44/ Q4+0.;-0-. /+-*.0PQ*4 Q3+<,.*04; Q/+<;.-<*; Q3+<,.*04; Q/+<;.-<*;
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（　　）

図表４―４　2025年に他府県から京都市へ移入する推計労働力

（筆者作成）
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（　　）

図表４―５　2025年に京都市から他府県へ移出する推計労働力

（筆者作成）
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結果を図表４―４に，京都市から他府県に移出する労働力の推計結果を図表４―５に掲載している。
推計の結果，2025年に京都市に移入する労働力は合計27.6万人～34.7万人，京都市から移出する
労働力は合計11.2万人～13.3万人であると推計された。
　ただし本来は，移入労働力の推計式は2025年までに京都市人口が変化するとシフトする。移出
労働力の推計式も2025年までに京都市の労働力人口が変化するとシフトする。しかし上記のとお
り，それぞれの効果を計測することは不可能なので，元の式のとおり推計する

2）
。

［4―2］2025年の市内労働力の推計
　次に，京都市内生産年齢人口から労働力を推計する。1970年以降の国勢調査に示されている京
都市内の生産年齢人口を説明変数，生産年齢人口中の労働力人口を被説明変数として回帰分析を
行い，そこに2025年の推計生産年齢人口（884,486人）を代入した結果，2025年の市内労働力人口
は616,603人と推計された。
　ただし，2020年は新型コロナウイルスの流行の影響で労働力人口が過小となっており，この値
を含めて回帰分析を行った場合，2025年の労働力人口も過小になってしまう懸念がある。そのた
め，2020年の労働力人口は回帰式を求めるための変数からは外している。2020年の実際の労働力
人口は513,464人であるが，式に2020年の生産年齢人口（896,782人）を代入すると，新型コロナ
ウイルスの流行の影響がなかった場合の2020年の市内労働力人口は620,304人であると推計され
る。

［4―3］2025年の京都市に供給される労働力
　以上の結果をまとめたものが図表４―６になる。
　図表４―６中で「京都市→京都市」としてあるのは京都市内に住みながら京都市内に通勤を行
う人口であり，「労働力人口」から「移出労働力」を引くことによって求めている。「京都市→京
都市」に「移入労働力」を足したものが「供給労働力（2025）」であり，2025年の京都市に供給
される労働量は78万人から83万人程度であると推計された。
　これは図表４―６下部で，「実数ベース」として同様の手法により計算した，2020年の供給労働
力64.4万人と比較すると，13～18万人程度多く，過大に推計されているように見える。しかし，

（　　）

図表４―６　2025年の京都市に供給される労働力

（筆者作成）
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［4―2］で述べた通り，2020年は新型コロナウイルスの影響により，例年と比較して労働力人口が
過小である。そこで，「推計値ベース」として2020年の労働力人口を［4―2］で求めた推計値の
620,304人に置き換えて再度計算すると，新型コロナウイルスの流行の影響がなかった場合の
2020年の供給労働力は約75万人となった。この場合，2025年の推計供給労働力の差は，約３万人
の減少から約８万人の増加となり，過大・過小な推計値ではないと考える。
　ここで推計された2025年の労働供給量78～83万人で，2025年の労働需要量を賄うことができる
か，後の章において比較を行なっていく。労働需要量の推計については５～８章で行い，供給量
と需要量の比較については９章で行う。

第５章：観光を加味しない2025年の総必要労働

［5―1］2025年の総必要労働推計方法の概要
　本節では，松尾（2020）の手法を援用して必要労働の推計を行う。推計にあたって，平成27年
京都市産業連関表「基本取引表」の市内最終需要を

ア　「医療・福祉」…高齢化に比例して最終需要が拡大する部門
イ　「医療・福祉」以外の個人消費…市内人口に比例して需要が均斉に減少する部門
ウ　それ以外の最終需要…最新（2015年）の京都市産業連関表から不変

の三者に分ける。下図５―１のようなイメージで分析を行なっていく。
　ここで，以下のように立式する。

x” 2025=x2015-Dw2015-Dc2015+Dc2025+Dw2025 ⑶　　

　ただし，x” は市内生産ベクトル，w は「医療・福祉」の市内最終需要ベクトル，c は「医

（　　）

図表５―１　５章の分析イメージ

（筆者作成）

期間を通じて不変

人口減少に比例して減少

高齢化に比例して増加

2015年

（ウ）

（イ）

（ア）

2025年

（ウ）

（イ）

（ア）

５章の分析イメージ
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療・福祉」以外の市内最終需要ベクトル，D はレオンチェフ逆行列で，

D : =[I-(I-M)A]－1M

と定義され，推計期間を通じて不変と仮定する。ここで，A は投入係数行列，M は移輸入係数
を要素とする対角行列であり，

m=M(Ax+f)

で定義される。ただし，m は移輸入ベクトル，f は府内最終需要である。ベクトルの添字は時点
を表す。
　ここで λ を c2025=(1-λ)c2015 で定義される消費の減少率とし，これは同じ期間の人口減少率と
等しいものとする。すると，⑶式は次のように書き換えられる。

x” 2025=x2015-D(w2015+λc2015)+Dw2025

この両辺に，推計期間を通じて不変と仮定する労働投入係数ベクトル τ を左乗すると，2025年に
必要となる総労働人数は以下のようになる。右辺第１項は2015年の従業者総数である。

τx” 2025=τx2015-τD(w2015+λc2015)+τDw2025 ⑷　　

　⑷式の左辺を求めるために，次項以降で右辺の第２，第３項について推計を行う。［5―2］では
右辺第２項，すなわち2015年の「医療・福祉」による労働需要及び，2015年から2025年にかけて
の人口減少により減少する労働需要を推計する。［5―3］では右辺第３項，すなわち2025年の「医
療・福祉」による労働需要を推計する。図表５―２のようなイメージで進めていく。
　また，［5―2］以降で行う一次波及効果及び労働需要の推計には，平成27年京都市産業連関表を
利用した産業連関分析を用いるが，その具体的な手法については本論文の末尾に掲載した「付
録：本研究における産業連関分析について」中に記載された手法で行なっている。

（　　）

図表５―２　2025年の労働需要の推計イメージ

（筆者作成）

2015年

x2015年
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x’’ 2025
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［5―2］2025年の観光の影響を加味しない総必要労働
　⑷式の第２項，すなわち2015年の「医療・福祉」による労働需要及び，2015年から2025年にか
けての人口減少により減少する労働需要を推計する。国立社会保障・人口問題研究所（2018）

「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018） 年推計）」 によれば， 京都市の人口は，2015年の
1,475,183人から，2025年には1,451,751人に減少する。この時の市内人口減少率は約1.5％であ
る。そのため，平成27年京都市産業連関表の取引基本表の「医療・福祉」部門を０にしたものに
0.015をかけた縦ベクトルが⑷式の λc2015 である。そこに同表の「医療・福祉」部門の数値を加
えると，2015年の「医療・福祉」及び，2015年から2025年にかけての人口減少により減少する最
終需要額は下記のとおりとなる（単位：万円）。

農林漁業     23,977
鉱業          2
飲食料品    475,584
繊維製品     46,984
パルプ・紙・木製品        483
化学製品     11,679
石油・石炭製品     36,076
プラスチック・ゴム製品      4,885
窯業・土石製品      1,380
鉄鋼      -112
非鉄金属         40
金属製品      1,726
はん用機械        431
生産用機械         32
業務用機械        982
電子部品      2,201
電気機械     36,707
情報通信機器     39,720
輸送機械      2,173
その他の製造工業製品     33,587
建設          0
電力・ガス・熱供給    164,443
水道     44,890
廃棄物処理      1,503
商業    978,999
金融・保険    282,156
不動産  1,249,426
運輸・郵便    401,591

（　　）
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情報通信    234,751
公務     23,815
教育・研究    235,631
医療・福祉 94,810,507
他に分類されない会員制団体     84,534
対事業所サービス     48,866
対個人サービス    932,874
事務用品          0
分類不明     12,698

　この値を用いて産業連関分析を行い，一次波及効果を計算すると，１兆1667億円となった。ま
た，これによる労働誘発量，すなわち⑷式の第２項は約12.5万人と推計された。

［5―3］高齢化で増大する最終需要の労働誘発人数の推計
　⑷式の第３項，すなわち2025年の「医療・福祉」による労働需要を推計する。これは［5―1］
アで述べたとおり，高齢化によって最終需要が拡大する部門である。
　松尾（2020）では，大阪府における「高齢化で増大する最終需要」について，２，３年ごとに
公表されている大阪府産業連関表の108基本取引表（または91，93，104部門同表）の「医療・介護
等」に当てはまる４部門の数値を被説明変数に，それぞれの都市の大阪府の75歳以上人口を説明
変数にして線型回帰式を求め，そこに大阪府の将来推計75歳以上人口を代入する，という手法を
用いて最終需要を求めている。しかし，本研究の対象である京都市は，市産業連関表を平成23年
と平成27年の２回しか作成していないため，同様の手法を取ろうとすると標本数も２となり，信
頼できる推計が行えるとは言い難い。そのため，市内最終需要額は京都市内の75歳以上人口に比
例して変化すると考え，以下のような方法で推計を行なった。
　京都市統計ポータル（2023b）「推計人口」 によれば，2015年の京都市内の75歳以上人口は
186,044人である。また，国立社会保障・人口問題研究所（2018）「日本の地域別将来推計人口

（平成30（2018）年推計）」によれば，2025年には265,625人に増加する。この時の75歳以上人口増
加率は，約42.8％である。ここで平成27年京都市産業連関表の「取引基本表」によれば，2015年
の「医療・福祉」の市内最終需要額は約9481億円である。そのため，2025年の「医療・福祉」の
市内最終需要額は，2015年の額を42.8％増加させた約１兆3537億円と推計された。
　この値を用いて産業連関分析を行い，一次波及効果を計算すると，市内生産額は１兆5731億円
となった。また，これによる労働誘発量，すなわち⑷式の第３項は約17万人と推計された。

　ここで，2015年の京都市の従業者数は，平成27年京都市産業連関表の雇用表によれば，84.5万
人である。 そのため， 観光の影響を加味しない2025年の総必要労働は，84.5万人 +17万人
-12.5万人 =89万人となリ，約4.5万人増加することがわかる。
　ただし，推計にあたって，平成27年京都市産業連関表を使用している都合上，本章で推計され
た必要労働については2015年の観光客数に基づいた数字となっている。そのため，より正確な推

（　　）
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計のため，６章以降では2025年の観光客数の推計と，それによって変化する市内生産額及び労働
需要の推計を行なっていく。

第６章：2019年規模の観光を加味した労働需要

　［5―3］で述べた通り，５章で推計した市内生産額及び労働需要は，2015年の観光客数に基づい
た値となっており，観光による市内最終需要は「ウそれ以外の最終需要」中の値として推計の対
象としていなかった。６章以降では，2025年に京都を訪問する国内外の観光客数を推計し，その
値をもとに，2025年の市内生産額及び労働需要の推計を行う。
　本章では，2025年の観光客数が新型コロナウイルス流行前の2019年と同数だった場合の市内生
産額及び労働需要を推計する。

［6―1］2019年規模の観光を加味した労働需要の推計の概要
　以下のような立式を行い，2025年に2019年と同じ数の観光客が京都市を訪問した場合の労働需
要の推計を行う。

τx’ 2025=τx” 2025-τDs2015+τDs2019 ⑸　　

　ただし，s は観光による部門の市内最終需要，右辺第１項は⑷式左辺，すなわち観光の影響を
加味しない総必要労働約89万人である。
　計算にあたり，［6―2］では右辺第２項，すなわち τx” 2025 から除くべき，2015年の観光規模に
より誘発される労働需要を推計する。［6―3］では右辺第３項，すなわち τx” 2025 に加えるべき，
2019年の観光規模により誘発される労働需要を推計する。

［6―2］2015年の観光規模により誘発される労働需要の推計
　⑸式の右辺第２項，すなわち2015年の観光規模により誘発される労働需要について推計を行う。
　京都市観光協会（DMO KYOTO）の「京都観光総合調査」では，各年度で入洛者数（日本人・

外国人旅行者の日帰り及び宿泊者数）を集計している。ただし2015年度の「京都観光総合調査」に
は，日帰り外国人旅行者数の記載がなかったため，推計値を記載している2019年度の同調査と同
様の方法を用いて推計した（具体的な手法は［7―3］を参照）。その結果，日本人旅行者は日帰り客
数が4,156万人，宿泊客数が1,046万人，外国人旅行者は日帰り客数が166万人，宿泊客数が316万
人となった。
　この入洛者数に，同調査で集計されている，各属性の費目別観光消費額単価をかけることで観
光客数に応じた部門別観光消費額が推計できる。ただし，観光消費額単価には「買物代」より細
かい分類が存在しなかったため，観光庁（2019a）「訪日外国人消費動向調査」，観光庁（2019b）

「旅行・観光消費動向調査」の国内平均の買い物内訳を利用して按分を行なっている。その結果，
図表６―１のようになった。
　この旅行単価に，上述した属性別の観光客数をかけることで，2015年の観光客数により増加し

（　　）
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た市内需要を得ることができる。
　この市内需要を産業連関表の部門に再集計し，商業マージン，貨物マージンを切り分けたもの
を観光消費額として計上し，さらに必要に応じて輸入分を除いたものを以下のように最終需要額
として計上した。（単位：万円）

農林漁業  2,301,344
飲食料品  3,171,786
繊維製品    209,919
窯業・土石製品    316,874
その他の製造工業製品  4,739,674
商業 23,212,437
運輸・郵便 27,320,964
情報通信     54,428
他に分類されない会員制団体  6,523,307
対個人サービス 24,783,525

　この値を用いて産業連関分析を行い，一次波及効果を計算すると，2015年の観光により誘発さ
れた市内生産額は１兆1,231億円であることが分かった。また，この値から産業連関表の雇用表
を利用して，誘発された労働量を推計したところ，2015年の観光規模により誘発される労働需要，
すなわち⑸式の右辺第２項は約13.3万人と推計された。

（　　）

図表６―１　入洛者の属性別旅行単価の内訳

（筆者作成）
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（　　）

図表６―２　2019年規模の観光を加味した労働需要

（筆者作成）
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［6―3］2019年の観光規模により誘発される労働需要の推計
　⑸式の右辺第３項，すなわち2019年の観光規模により誘発される労働需要について推計を行う。
　［6―2］と同様に，「京都観光総合調査」で入洛者数を調べると，2019年度の日本人旅行者は日
帰り客数が3,529万人，宿泊客数が937万人，外国人旅行者は日帰り客数が506万人，宿泊客数が
380万人となった。
　この旅行者数に，図表６―１の旅行単価をかけることで，2019年の観光客数により増加した市
内需要を得ることができる。
　この市内需要を産業連関表の部門に再集計し，商業マージン，貨物マージンを切り分けたもの
を観光消費額として計上し，さらに必要に応じて輸入分を除いたものを以下のように最終需要額
として計上した。（単位：万円）

農林漁業  2,323,200
飲食料品  3,760,010
繊維製品    250,040
窯業・土石製品    381,513
その他の製造工業製品  5,631,321
商業 27,373,800
運輸・郵便 15,067,566
情報通信     94,257
他に分類されない会員制団体  8,133,067
対個人サービス 31,252,031

　この値を用いて産業連関分析を行い，一次波及効果を計算すると，2019年の観光により誘発さ
れた市内生産額は１兆1,449億円であることがわかった。また，この値から産業連関表の雇用表
を利用して，誘発された労働量を推計したところ，2019年の観光規模により誘発される労働需要，
すなわち⑸式の右辺第３項は約14.0万人であることがわかった。

　これらの結果から，2019年の観光規模を加味した労働需要は89.6万人と推計された。部門別の
労働誘発量については図表６―２に記載する。

第７章：回帰分析を用いた2025年観光客数の推計

　次に，回帰分析を利用して2025年の観光客数を推計することで，より正確な必要労働数の推計
を行う。
　本章では，「宿泊外国人数」「日帰り外国人数」「日本人旅行者」の３項目に分けて観光客数を
推計していく。

（　　）
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［7―1］宿泊外国人の国別回帰分析の概要
　京都市産業観光局は「京都観光総合調査」において，2000年以降，毎年上位10～20ヶ国の国別
宿泊客数を公開している。年によって国にばらつきはあるが，台湾，アメリカなどの10ヶ国につ
いては京都市への宿泊客数が15年以上にわたって確認できる（図表７―１）。
　そこで，この10ヶ国，および10カ国以外の国からの宿泊客数の合計について，国別の GDP と
対円為替で回帰分析を行い，2025年の GDP，為替の推計値を代入することにより，観光客数を
推計する。推計にあたって，以下のように立式する。

Pf=α+βGDP2025+γM2025 ⑹　　

　このとき，Pf は入洛外国人数，GDP は各国の推計 GDP，M は推計為替，α，β，γ はそれぞ
れ回帰分析結果における「切片」「GDP」「為替」の係数部分である。

［7―2］宿泊外国人の国別回帰分析
　回帰分析にあたり，被説明変数を各国の「観光客数（人）」とし，説明変数を各国の「GDP

（10億 US ドル）」「為替レート（円/各国法定通貨）」とした。また，複数の国の宿泊客数を合算した
「その他」については，「GDP」を世界の GDP の合算から上記10カ国分を除いた値とし，「為替」
は便宜上対 US ドルの相場を使用した。
　ただし，「京都観光総合調査」は外国人宿泊者の集計について，2019年以降の調査方法を変更
しており，2018年と連続した値として扱うことができない。そのため，分析に用いる値は2000年
から2018年までの期間におけるものとした。各国の基本統計量は図表７―２のようになっている。
標本数は最大でも19と，決して十分な値とは言えないが，2000年以前の市内への宿泊客数を国籍
別に集計している統計を別途探すことは難しいと考え，この基本統計量で分析を進めることとす
る。
　また，３月に東日本大震災が起こった2011年は，多くの国で観光客数が減少し，2012年には再
び増加していることから，2011年を「１」，その他の年を「０」とする「震災ダミー」を説明変

（　　）

図表７―１　京都市への国別・年別宿泊外国人数

（「京都観光総合調査」をもとに筆者作成）
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（　　）

図表７―２　各国の分析に用いた基本統計量

（筆者作成）
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数に加えて回帰分析を行った。回帰分析の結果は，「付録２：宿泊外国人の回帰分析結果」に記
載する。
　このとき，「為替」変数の係数が負の値をとったものがある。これは言い換えると，円安にな
ればなるほど，逆に観光客数が減少してしまう値となっている。これについては，各国通貨高

（円安）がその国の輸出減による GDP の減少につながっているためであると解釈し，「為替」変
数が負の値をとったイギリス，ドイツ，フランス，カナダ，オーストラリアについては，説明変
数を「GDP」「震災ダミー」のみにして，再度回帰分析を行った。その結果についても，「付録
２：宿泊外国人の回帰分析結果」に記載する。
　分析により求められた各項の係数を⑹式に代入すると，以下のような式が得られた。

台湾　　　　　　：P台=-1565076.3+1930.7GDP2025+286158.0M2025 (0.834)

　　　　　　　　　　 　(3.34E-05)　(1.41E-06)　　(0.00169)

アメリカ　　　　：P米=-368592.0+23.8GDP2025+2218.6M2025 (0.564)

　　　　　　　　　　　　(0.0662)　　(0.000670)　　(0.120)

韓国　　　　　　：P韓=-174651.4+149.3GDP2025+901232.8M2025 (0.476)

　　　　　　　　　 　　(0.0887)　　(0.00123)　　　(0.328)

香港　　　　　　：P香=-315647.4+790.8GDP2025+13148.0M2025 (0.911)

　　　　　　　　　　 　(0.000469)　(1.91E-06)　　(0.00564)

中国　　　　　　：P中=-810296.7+58.9GDP2025+45921.6M2025 (0.662)

　　　　　　　　　　 　(0.145)　　　(0.00231)　　　(0.252)

イギリス　　　　：P英=-41902.4+35.2GDP2025 (0.246)

　　　　　　　　 　　　(0.250)　　(0.0200)

ドイツ　　　　　：P独=-39474.2+24.5GDP2025 (0.423)

　　　　　　　　　 　　(0.0860)　 (0.00216)

フランス　　　　：P仏=-62009.7+49.7GDP2025 (0.330)

　　　　　　　　　　 　(0.125)　　(0.00658)

カナダ　　　　　：P加=-11169.0+27.4GDP2025 (0.282)

　　　　　　　　　 　　(0.423)　　(0.0113)

オーストラリア　：P豪=-33763.4+108.5GDP2025 (0.440)

　　　　　　　　　 　　(0.271)　　(0.00116)

その他　　　　　：P他=-2377062.6+39.8GDP2025+15122.2M2025 (0.695)

　　　　　　　　　 　　(0.000609)　　(9.09E-06)　　(0.00215)

　ただし，各係数及び定数項の下に回帰分析によって得られた p 値を記載している。また，式
の末尾には自由度修正済決定係数を記載している。さらに，イギリス，ドイツ，フランス，カナ
ダ，オーストラリアについては回帰分析の説明変数に為替を用いていないため，右辺第３項は省
略される。
　自由度修正済決定係数は多くの国においてある程度高く，p 値も総じて低い値をとっている。
イギリスとカナダについては自由度修正済決定係数が0.3を切っているため信頼性が高いとは言

（　　）
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えないが，本研究ではこの値を採用して進めていく。
　［7―6］では，これらの式を用いて，2025年の国別宿泊外国人数を推計していく。

［7―3］日帰り外国人の推計
　次に，京都市を訪問した日帰り外国人数についても回帰分析を行う。本研究での日帰り外国人
とは，「京都市内の宿泊施設に宿泊を行なっていない外国人」であり，必ずしも日本国内で宿泊
を行わなかった外国人を指さない。
　日帰り外国人数の推計は，宿泊外国人数の推計と比べて以下の２点が異なる。
・国別の集計を行っているわけではなく，外国人の日帰り旅行者総数を推計している。
・ 「京都観光総合調査」では2016年～2018年の間のみ記載があり，京都市を訪問した外国人の推

計値から，宿泊外国人数を除いた値を「日帰り外国人数」としている。
　そこで，「京都観光総合調査」の推計方法を他の年にも用いることで，2010年から2018年まで
の日帰り外国人数を求めていく。
　まず，「入洛外国人数（京都市を訪問した外国人数）」を求める。これは各年度の日本政府観光局

（JNTO）「訪日外客数」の値に，観光庁「訪日外国人消費動向調査」の京都府訪問率を乗じるこ
とで求めることができる。この「入洛外国人数」から図表７―１に示した宿泊外国人数の合計を
除くことで「日帰り外国人数」を求める。
　以上の計算を観光庁「訪日外国人消費動向調査」に京都府訪問率が記載されている2011年以降
で行ったところ，図表７―３のような結果になった。

［7―4］日帰り外国人の回帰分析
　［7―3］で求めた日帰り外国人数について，宿泊外国人と同様に回帰分析を行っていく。この時，
被説明変数を「日帰り外国人数」とし，説明変数を「GDP」「為替」とした。「GDP」は世界の
GDP の合算を用い，「為替」は便宜上対 US ドル為替を用いた。回帰分析の結果，図表７―４の
ような値が得られた。

（　　）

図表７―３　2011年から2018年の日帰り外国人数

　　＊日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」の値を利用
　＊＊観光庁「訪日外国人消費動向調査」の京都府訪問率を利用
＊＊＊京都市産業観光局「京都観光総合調査」の値を利用

（筆者作成）
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　評価としては，そもそもの標本数が８と少なく，また総じて p 値が低いとはいえないが，本
研究ではこの結果を利用し，日帰り外国人数を PDf として以下のように立式する。

PDf=-14493638+152.6GDP2025+44125.7M2025 ⑺　　

　この式を用いて，［7―6］で2025年の日帰り外国人数を推計していく。

［7―5］2025年の各国の GDP・為替の推計
　次に，［7―2］で求めた式，及び⑺式に代入するための，2025年における各国の GDP および為
替の推計を行う。
　GDP については，２通りの推計を行なった。１つ目は，2022年と同じ値を2025年の GDP とし
て扱う方法である。２つ目は，2000年から2022年の GDP から，TREND 関数を用いて推計する
方法である。各国について，この２通りを用いて推計を行なったところ，図表７―５のような結
果になった。

（　　）

図表７―４　日帰り外国人の回帰分析結果

（筆者作成）
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　為替については，2022年と同じ値を2025年の為替として扱う他，「円高になった場合」「円安に
なった場合」として，2022年の値をそれぞれ0.7倍，1.3倍した数値を推計値としたところ，図表
７―６のような結果となった。

［7―6］2025年の入洛外国人推計
　ここまでに求めてきた式と推計値を用いて，2025年の入洛外国人数を求めていく。
　例えば，2025年の韓国における推計式は［7―2］から

P韓=-174651.4+149.3GDP2025+901232.8M2025

であり，「GDP が2022年と同値」「為替は円安」である場合の宿泊入洛者数 P韓 を考えると，図表７
（　　）

図表７―５　2025年の各国 GDP の推計値

（筆者作成）
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GCCJ HKJIPM BHLKBMIJC BLCMGIJB BNHIMG GLOMPIBM GLOGCIKN GLNNPIKJ GLHGCIJJ BLHBNIHJ OKGIP GHPNGIPH MBKHGINH
GCCO PCJINB BPLPOPIGM BLBOGIPO GBBIMK HLMMMIJJ HLBCOIHO HLPGMINK GLJJCINB BLPJKINC NPNICP GOCKHIKK MKMBJINM
GCCK PBMIN BPLOJNIKM BLCPNIBO GBNIGK PLMOOIGK GLNJNINJ HLOPPIKM GLNGNINK BLMMGIKJ BLCMMINP HCNPBICO JPGGJIBP
GCCN HNCIKH BPLPOKICM NPHIOP GBPICM MLCKKINN GLPHPIPK HLPCOIMJ GLJNOINJ BLHOJIMB NNNINN GKOKKIMO JCKGCIOH
GCBC PPPIGK BMLCPKINK BLBPHIMO GGKIJP JLCHHIKH GLPNHIMJ HLPCGIPP GLJPOIHM BLJBOIHM BLGMHIJB HGGGKIKC JJMPGIPB
GCBB PKHINO BMLMNNIOH BLGMHIPG GPKIMB OLPNGIGB GLJOMIKB HLOPKIJJ GLKJPIJM BLONHIHH BLMBPIJJ HJBMHINP OHKGKIKN
GCBG PNMIJB BJLGMHINM BLGOKICM GJGIJH KLMHNIMK GLOBNIJP HLMGNIHK GLJKMIHO BLKGKIHJ BLMJNIGG HJBBJIBC OMGOOIKN
GCBH MBGINP BJLKPHIGH BLHOCIJH GOMIO NLJGPINH GLKCMIBG HLOHHIKJ GLKBBING BLKPJIJC BLMBKINO HJCNMIKC OOPHNIOC
GCBP MHMIHH BOLMMCIJK BLPKPIPN GNBIPJ BCLMGPIGP HLCKKIOO HLKNCIBC GLKMJIOC BLKCMIOM BLPMJIPH HJCBJIKH ONMCCIOK
GCBM MHPIMG BKLGCJICH BLPJJICP HCNIHN BBLBBHIMB GLNMOIGH HLHMOINH GLPHNIPP BLMMJIMB BLGHHIBB HBKHOIOC OMCBBIPB
GCBJ MPHICK BKLJNMIBC BLPNNIHJ HGCIKJ BBLGGJINC GLOHGINJ HLPJKINC GLPOGIGK BLMGKICC BLGJHIKH HGMBPIBP OJGJMIPB
GCBO MNCIOH BNLPONIJH BLJGHICO HPBIGO BGLGJMIHH GLOCBIGO HLJKNIMM GLMNPIGP BLJPNIGO BLHKBINN HPOOGIJC KBCKKINM
GCBK JCNIG GCLMGOIBM BLOGMIHO HJBIOH BHLKPBIKB GLNCPIMB HLNOJIGM GLONGIGG BLOGMIHC BLPBJIKG HJGBMIHC KJCNMIJJ
GCBN JBBIP GBLHKCINM BLJMBIPG HJHICK BPLHPCIJC GLKMKIOH HLKKNIJB GLOGNIBO BLOPHIOH BLHKMIPK HJHOBIHO KOHGMIMP
GCGC JOHIBK GBLCJCIPM BLJPPIJK HPPINP BPLKJGIMJ GLOCJIMP HLKKPIJG GLJPMIHC BLJPOIJC BLHJCIKM HPBHCIBK KPNJCINC
GCGB OOMIOP GHLHBMICK BLKBKIPH HJKINB BOLOMNIHB HLBGHIGH PLGKBIHM GLNMKIPH GLCCBIPN BLJPMIHC HKPPCIPC NJPKOIJO
GCGG OJCIPJ GMLPJGIOH BLJOHING HMNIKP BOLKKJIHH HLCKBIKO PLCKMIJK GLOKCIBP GLBHOINP BLOCGIMM PCGCHINC BCCBHMIHJ

GCGMQRS GCGGTUS OJCIPJ GMPJGIOH BJOHING HMNIKP BOKKJIHH HCKBIKO PCKMIJK GOKCIBP GBHOINP BOCGIMM PCGCHINC BCCBHMIHJ
VWXY?Z[ OJPIHP GPKPCIGO GCBNIJB PBCIBP BNBMNIOP HHBBIBP PMKOIOG HGBKION GGBNIPK BNCNIHG PPNMHIBG BCOHNHIJO

図表７―６　2025年の各国為替の推計値

（筆者作成）
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NOOP PQPVUV TTSQWPPS OQOWUP TRQXXUR TRQOOVV TXWQNUPP TPOQWSOV TPOQWSOV XNQXVOR USQRONV TTSQWPPS
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NOTP PQNUUW WUQSWSU OQOXWN TNQSXPN TSQUSUU TSNQVWWP TNWQVPXN TNWQVPXN WRQUTUP WRQPVWS WUQSWSU
NOTR PQRXU TOSQWRRX OQTOOV TPQVVPT TUQNRVT TURQNPRP TROQSTTX TROQSTTX WSQXSON WSQRUOR TOSQWRRX
NOTS PQUWSU TNTQORR OQTOUT TSQVTST TWQRRPR TXRQWXW TPRQNWST TPRQNWST WRQUVWU WTQOURT TNTQORR
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NOTU PQVXS TTNQTVVT OQOWWN TRQPWPT TVQVOT TRRQRVRV TNVQVRVW TNVQVRVW XVQRWRX XSQWWVR TTNQTVVT
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NOTW PQSNSP TOWQOOWU OQOWPV TPQWTTS TSQUXWU TPWQNVNS TNNQOSSU TNNQOSSU XNQTVOX USQXNNW TOWQOOWU
NONO PQVOWS TOVQUURV OQOWOS TPQUVRP TSQRUXU TPVQWV TNTQUWNV TNTQUWNV UWQVV UPQVUNS TOVQUURV
NONT PQWTUS TOWQUSRP OQOWSW TRQTTW TUQONTV TSOQWV TNWQXNWP TNWQXNWP XUQSV XNQRVRU TOWQUSRP
NONN RQROST TPTQRWXT OQTOTU TVQUXW TWQRWTP TVTQXWW TPXQOXXR TPXQOXXR TOOQWNUN WTQTTPX TPTQRWXT

NONSYZ[ ?\>OQU]B PQOXPSU WNQORXVU OQOUTTW TTQUSNP TPQVRPWT TTPQPNWP WVQVVTXX WVQVVTXX UOQVRWOR VPQUUWVV WNQORXVU
NONN^_[ RQROST TPTQRWXT OQTOTU TVQUXW TWQRWTP TVTQXWW TPXQOXXR TPXQOXXR TOOQWNUN WTQTTPX TPTQRWXT
?`>TQP]B SQUNVVP TUOQWRUSP OQTPNNT NTQXNSU NSQPPXVW NTOQRVXU TUWQSTRWN TUWQSTRWN TPTQNOSPV TTXQRRUWR TUOQWRUSP
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―５から GDP=1673.92，図表７―６から M=0.07119 を上記の式に代入すればよい。したがって，
この場合の韓国からの宿泊入洛者数 P韓 は，-174561.36+149.3118812×1673.92+901232.7753

×0.07119 を計算した13万9444人であるとわかる。
　このようにして，［7―2］の各式に必要な数値を代入した，宿泊入洛外国人数の推計結果が図表
７―７，⑺式にも同様に数値を代入した，日帰り入洛外国人数の推計結果が図表７―８である。

［7―7］日本人観光客数の推計
　最後に，日本人の日帰り・宿泊観光客数を推計する。
　まず，「京都観光総合調査」に記載されている各年度の日帰り客数から，図表７―３の日帰り外
国人数を除いた値を，日本人の日帰り観光客数とする。同様に，「京都観光総合調査」に記載さ
れている各年度の宿泊客数から，図表７―１の宿泊外国人数を除いた値を，日本人の宿泊観光客
数とする。
　こうして得られた各年度の日帰り・宿泊観光客数から，TREND 関数を用いて，2025年の日帰
り・宿泊観光客数を推計する。
　ただし，その際に２点留意すべき点がある。１点目は，「京都観光総合調査」は2011年，2012
年に独自調査を行なっていないため，この間の日本人旅行者についても同様に推計が行えない。
そのため，本推計においても2011年，2012年の値は除外している。２点目は，日帰り外国人数の
推計に利用した，観光庁「訪日外国人消費動向調査」の都道府県別訪問率は，2011年以降の調査
結果しか掲載されていない。そのため，2001年から2010年の日帰り外国人数が推計できていない
ため，便宜上０人として扱っている。
　TREND 関数による推計の結果，2025年の旅行者数の推計は図表７―９のようになり，日帰り
日本人は約4026万人，宿泊日本人は約1227万人であると推計された。
　８章では，［7―6］，［7―7］で推計を行なった各属性の旅行者数を加味して，労働需要の推計を

（　　）

図表７―７　宿泊入洛外国人数の推計結果

（筆者作成）
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図表７―８　日帰り入洛外国人数の推計結果

（筆者作成）
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行なっていく。

第８章：2025年の観光を加味した労働需要

　本章では，７章で推計した各属性の旅行者数をもとに，2025年の労働需要を計算する。

［8―1］2025年の観光を加味した労働需要の推計の概要
　以下のような立式を行い，2025年に７章で推計した数の観光客が京都市を訪問した場合の労働
需要の推計を行う。

τx2025=τx” 2025-τDs2015+τDs2025 ⑻　　

　ただし，右辺第１項は⑷式左辺，すなわち観光の影響を加味しない総必要労働約89万人である。

［8―2］2025年の観光により誘発される労働需要の推計
　基本的には［6―2］と同様の方法で，⑺式右辺第３項について分析を行なった。ただし，観光

（　　）

図表７―９　2025年の日帰り・宿泊日本人旅行者の推計

（筆者作成）
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.//2 11506/// 006.7/// / 321757 11506/// 00.6.1.2
.//3 12422/// 0.1.5/// / 5.461/ 12422/// 0034505/
.//7 13515/// 0.732/// / 6/.744 13515/// 006301/0
.//5 17266/// 0.435/// / 4.76/3 17266/// 0./1/043
.//6 15024/// 01/70/// / 415.20 15024/// 0.0.1534
.//4 12361/// 0.101/// / 56160/ 12361/// 003.404/
./0/ 17233/// 010///// / 461632 17233/// 0.007027
./01 1632//// 01/56/// 61/4.7 00.563. 155/4/52 0043/026
./02 2..1//// 012/7/// 00/6635 06.674. 200.0021 003551/6
./03 21.04/// 017.0/// 0735171 1036373 20370715 0/27.213
./07 20/74/// 02031/// 12.7005 10626/0 1572.662 0/476044
./05 16/36/// 03373/// 14/1/41 13.5643 120324/5 0./150/3
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消費額の推計に際して，外国人旅行者の旅行単価の計算については以下のように修正を行なって
いる。
　［6―2］では，全ての外国人の旅行単価について，2020年の「京都観光総合調査」に記載されて
いる，京都市を訪問した外国人の平均消費単価を利用し，買物代についてはその内訳を観光庁

（2019）「訪日外国人消費動向調査」の国内平均消費単価に応じて按分する方式をとっていた。こ
れに対し，本項では観光庁（2019）「訪日外国人消費動向調査」中の表２―１を利用して，国籍別
の各費目の購入率・購入者単価を掛け合わせることで，国ごとの旅行消費額をより正確に算出す

（　　）

図表８―１　2025年の観光により誘発される労働需要

（筆者作成）
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る方式にしている。ただし，さらに３点修正がある。１点目に，「交通費」「飲食費」の購入率は
表中の値に関係なく，一律で100％としている。これは，旅行パッケージ支出額にこれらの支出
が含まれていた場合，個人の購入率に反映されていないと考えたためである。２点目に，「交通
費」の購入者単価は表中の値ではなく，京都市観光協会（DMO KYOTO）（2020）「京都産業観光

（　　）

図表８―２　観光の影響を加味した2025年の労働需要

（筆者作成）
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調査」の「市内交通費」の値に変更している。これは，「訪日外国人消費動向調査」中の「交通
費」は京都市外で支払った交通費も含まれているため，市内生産額の計算には適切でないと考え
たためである。３点目に，「宿泊費」の購入率は宿泊外国人が100％，日帰り外国人が０％として
計算している。
　こうして計算した旅行支出額を産業連関表の部門に再集計し，必要に応じて商業マージン，貨
物マージンを切り分け，輸入分を除いたものを市内生産額として計上した。その結果，観光によ
り誘発された労働需要は図表８―１のようになった。ただし添字の A ～ F は GDP，為替による
分類で，以下のように分類される。

!"# $%

& '(

) *+**

, '-

" '(

. *+**

/ '-

*+**0123

45.6"78

　⑻式について，右辺第１項は［8―1］で述べた通り89万人，第２項は［6―2］から13.2万人であ
る。そのため，2025年の労働需要について，図表８―１の結果を加味すると，図表８―２のような
結果が得られる。
　以上より，国別の旅行者数を独自に推計した場合の，2025年の労働需要は98万５千人～107万
４千人であると推計された。これを踏まえて９章では，2025年の京都市における労働受給につい
て，５章，６章の推計結果と合わせて，４章で示した労働供給と比較していく。

第９章：2025年の京都市における労働需給の比較

　ここまでの章で，2025年の京都市における労働供給と，少子高齢化を加味し，さまざまなケー
スの観光客数の変化に対応した労働需要について推計を行なってきた。そこで，本章では，４章
から８章で計算した，2025年の京都市における労働量の需要と供給についてまとめる。
　また，供給された労働量と，各年の旅行者数に応じた必要労働者数を比較するため，各年・ケ
ースにおける属性別旅行者数を図表９―１に示す。ただし添え字の A ～ F は８章に従う。

［9―1］2025年に供給される労働量
　2025年の京都市に供給される労働量について，４章で推計を行なった結果を図表９―２に示す。

［4―3］で計算を行った通り，2025年の京都市には，約78万人から83万人の労働量が供給されると
推計された。これは，2020年に新型コロナウイルスが流行していなかったと仮定した場合に供給
される労働量約75万人（図表９―２の「推計値ベース」）と比較して，約３万人から８万人の労働量
が増加するという推計結果になっている。

（　　）

79少子高齢化時代の京都市における労働需給（谷口・松尾）

647



立命館経済学73巻４号　四校　Ａ

［9―2］2015年規模の観光を加味した労働需要との比較
　2025年の京都市における，2015年の観光規模における労働需要は，平成27年京都市産業連関表
から高齢化・市内人口減少の影響のみを加味したものであり，「第５章：観光を加味しない2025
年の総必要労働」で推計した結果と同じである。これは［5―3］から約89万人と推計されており，
供給量に対し６万人から11万人の労働不足が生じる見込みである。

［9―3］2019年規模の観光を加味した労働需要との比較
　2025年の京都市において，2019年規模の観光客が京都市を訪れる場合は，［6―2］から約89.6万
人の労働需要が発生する。この場合も，2025年の供給量に対し6.6万人から11.6万人の労働不足
が生じる見込みである。

［9―4］８章で推計された労働需要との比較
　2025年に生じる労働需要が８章で推計された値になった場合，図表８―２からわかる通り，発
生する労働需要は約99万人から107万人と，［9―2］と比較しても大幅に増加している。この場合，
供給量と比較して，少なくとも約16万人，多ければ約29万人もの労働不足が発生する見込みとな
る。

（　　）

図表９―１　各年における属性別旅行者数のまとめ

＊は推計値，無印は「京都観光総合調査」の値を用いた
（筆者作成）
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図表９―２　2025年の京都市に供給される労働力

（筆者作成）
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［9―5］結果に対する考察
　［9―2］［9―3］の結果から，そもそも観光客数を新型コロナウイルス流行前時点の規模に維持す
る段階で，人手不足は発生しうるということが分かる。
　仮に2025年の供給労働力を，想定した中で最も多い83万人とした場合，これは平成27年京都市
産業連関表の雇用表に記載されている従業員総数84.5万人から1.5万人少ない値である。４章に
おいて供給労働力を推計する上で，変化させた変数は「他府県」及び「京都市を除いた京都府内
の市町村」の人口・生産年齢人口のみであるため，この従業員の減少は京都市以外の地域の人口
動態の変化によるものであるといえる。また，［5―2］［5―3］から，京都市内の少子高齢化によっ
て必要労働の増加が4.5万人増加することがわかっている。これらの，他地域の人口変化に起因
する供給労働の減少1.5万人分と，京都市内の少子高齢化に起因する必要労働の増加4.5万人を合
計すると，［9―2］で述べた６万人の労働不足と一致する。
　すなわち，観光客数の規模を考える前に，日本全国の人口動態の変化によって，京都市の労働
力は不足するということである。そのため，京都市の労働力不足の解決を考える上で，少子高齢
化への対策は必須であると考える。
　では，観光の影響はどうだろうか。図表９―１で2015年と2019年の観光客数を比較すると，
2019年は外国人観光客が約400万人増加した一方で，日本人観光客は約700万人減少し，全体とし
て約300万人減少している。
　一方で図表９―３を見ると，一人当たりの旅行単価は外国人旅行者の方が大きい。そのため，

［6―2］［6―3］で計算した通り，市内生産額は2015年が１兆1231億円なのに対して，2019年が１兆
1449億円と200億円以上大きい。それに伴って誘発される労働需要も，［9―2］［9―3］から分かる
通り，2015年が約89万人，2019年が約89.6万人と，2019年の方が約0.6万人大きくなっている。

（　　）

図表９―３　外国人と日本人の旅行単価の差異

（京都市産業観光局（2020）「京都観光総合調査」をもとに筆者作成）
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つまり，市内の労働力不足に関して，外国人観光客の増加がより大きな負担をもたらしているこ
とがわかる。
　そこで再び図表９―１を見ると，2025年に想定される外国人観光客は，2025A（世界各国の GDP

は2022年と同値で，為替は各国の法定通貨に対して１単位あたり0.7倍という円高になる状態）及び 2025D
（世界各国の GDP は TREND 関数を用いて推計した値で，為替は各国の法定通貨に対して１単位あたり0.7

倍という円高になる状態）以外の状態では，2019年に比べて100万人単位で増加している。さらに
日本人観光客数も増加すると予測しているため，これらに起因する労働需要がさらに労働力不足
に拍車をかけていることがわかる。
　そのため，京都市の労働力不足の解決を考える上で，観光の影響もまた決して切り離すことは
できず，少子高齢化への対策と観光への対策を同時に考えていく必要がある。

第10章：労働力不足を解決するために

　ここまで，少子高齢化と観光客数の増加によって2025年の京都市において深刻な労働力不足が
起こる懸念について議論してきた。そこで，こうした労働力不足を解消するためにどのような施
策が考えられるのか，行政と民間の観点からそれぞれ検討していく。

［10―1］行政主導の施策
　行政主導の施策として，３点検討を行う。１点目は，少子高齢化対策である。９章で述べたと
おり，将来的な労働力不足は，少子高齢化が進行する限り必ず起きうる問題となっている。少子
高齢化による労働力不足とは，具体的には「少子化に伴う生産年齢人口の減少」「高齢化による
医療・福祉への必要労働力の増加」が挙げられる。
　少子化については，子育て支援を特に充実させていく必要があると考える。保育園・託児所の
増設や，子育て支援金の拡充，産休・育休制度の奨励などの取り組みを通じて出生率の増加を図
ることで，少子化を食い止めていく必要がある。また，こうした子育て支援により，現在の生産
年齢人口中の労働力人口も増加させることもできる。総務省統計局（2022a）「令和２年国勢調査  
就業状態等基本集計」によれば，2020年の京都市の生産年齢人口約84万人のうち，「家事」によ
って非労働力人口としてカウントされている人口は，生産年齢人口の７％にあたる約６万人存在
する。こうした層に対して，子育て支援などの施策を充実化させることで，生産年齢人口中の労
働力比率を増加させることができると考える。
　高齢化については，今後の高齢者人口を人為的にコントロールすることはできない。そのため，
高齢者一人あたりの「医療・福祉への必要労働力」を減少させることが，高齢化による労働力不
足を軽減させうる施策である。医療用ロボットの導入などがその代表的な例である。足立，柴田

（2020）によれば，介護人材の不足が指摘される2025年には，需要の約85％の人数で介護を行わ
なければならない状況が到来するという問題があり，その解決のために，厚生労働省を中心とし
た「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム」が始動している事例を紹介している。
このプラットフォームでは，投資判断を伴う高価な介護ロボットの試用貸出の実施や，ロボット

（　　）
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の開発企業への助成金や相談窓口といった役割を果たしている。京都市は古くから市内に製造業
の本社が集まる「ものづくりの街」であると同時に，大学や研究機関も数多く備えた学術都市で
もある。こうした強みを活かし，産学連携のもと，医療・介護分野へのロボットの導入を実現し
ていくことが，高齢化時代の労働力不足を解消する手立てになると考えられる。
　２点目は，外国人労働者の受け入れを増やすことである。京都市は市内の事業所で雇用してい
る外国人労働者について統計をとっており，その数は増加傾向にある（図表10―１）。海外から労
働力を確保することで，国内の少子高齢化とは関わりないところから労働供給を行うことができ
る。一方で，低賃金の外国人労働者を多数雇うことによって，賃金水準の低下によるダンピング
や，それに伴う排外主義等に繋がることが懸念される。
　３点目は，市内における宿泊施設の新規建設に規制を設けることである。［2―4］で触れたよう
に，京都市内の宿泊施設は2016年と比較して約100件増加しており，また外資系大型ホテルや大
型ホテルの開業による人材の奪い合いも指摘されている（読売新聞（2023））。図表９―３を見れば
わかるように，「宿泊外国人」と「日帰り外国人」の旅行消費支出の差は大きく，労働需給とい
う観点から見れば，一人あたりの必要労働力の大きい「宿泊外国人」を市外の施設に宿泊しても
らう「日帰り外国人」に転換することで，労働力不足を抑えられる可能性がある。
　ただし，ただ宿泊施設に規制をかけるだけでは，市内に宿泊しようとする観光客のニーズに応
えるために，違法民泊が増加してしまう懸念もある。そのためこの施策の実施に際しては周辺地
域と連携し，観光客の宿泊を市外に誘導する努力が欠かせないと考える。

［10―2］民間主導の施策
　次に，民間の視点から労働力不足への解決策を２点検討していく。
　１点目は，二重価格の導入である。二重価格とは，海外の観光客と国内客とで食事の価格や公
共交通機関の料金などに差をつけることで，台湾やシンガポールなど，アジアの観光産業が盛ん
な国を中心に導入が進んでいる制度である。永山（2023）によれば，シンガポールのレストラン

（　　）

図表10 -１　京都市における外国人労働者数の推移

（厚生労働省  京都労働局（2023）「高齢者・障害者・外国人雇用状況」をもとに筆者作成）
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やスーパーマーケットでは，地元住民のみが登録できるアプリで最大50％程度の割引を行うこと
で，実質的な二重価格を導入している。京都市においても，繁華街のレストランやデパート等で
同様の仕組みを導入する他，例えば市バスの料金について，住所に紐づけられた IC カードやア
プリを活用し，国内旅行者・海外からの旅行者には運賃に料金を上乗せする形で二重価格を導入
する，といった手法が考えられる。これにより，市の収入の増加や，それを財源とした介護職員
の増員も可能にすると考えられる。
　また，二重価格の導入は，京都市が長年課題としてきた観光公害の解消にも寄与しうるもので
ある。例えば，市バスの混雑というものが，新型コロナウイルス流行前の京都市でたびたび問題
となり，2023年以降，観光客が増加し始めた現在も再び問題となっている。これについて二重価
格を導入した場合，観光客を比較的利用者の少ない市営地下鉄に誘導し，市民の生活に必要な路
線を確保することが可能になる。また，観光客向けの高価格帯のスーパーマーケットや商業施設
において，住民向けの割引を設定した会員アプリを導入し，ジェントリフィケーションを解消す
ることも可能になる。こうした側面からも，二重価格の導入は京都市の現状に即した施策である
と考えられる。
　ただし，単に旅行者向けの価格を上げるだけでは，口コミや旅行サイトでの評判の低下，ひい
ては観光都市京都のブランドイメージの毀損につながる可能性もある。そのため，海外旅行者に
多いビーガン食やムスリムのハラール食の充実，緊急時の医療施設の多言語対応など，「サービ
スのダイバーシティ化（中村（2023））」を図っていくことが，無理のない二重価格の導入につな
がっていくと考える。
　２点目は，観光と労働不足の解決を直接結びつける取り組みである。２つの事例を紹介してい
く。まず，「おてつたび」という人材仲介サービスについて紹介する。これは株式会社おてつた
びが運営するサービスで，サイトを通じて旅行者と旅行先の旅館や農園などの施設をマッチング
している。旅行者は旅行先の施設で決められた日数と時間働き，賃金を得ると同時に観光もでき
るというマッチングサービスとなっている。旅行先の施設にとっても，観光需要が高まる大型連
休などに，同時に労働力の供給も期待できるという特徴がある。
　次に，「HOTEL ECCLESIA（ホテル  エクレシア）」というホテルについて紹介する。これは
2023年11月に，JR 二条駅付近にオープンしたホテルで，2024年４月にシングルマザー向けシェ
アハウスを併設した。ホテルの宿泊料金の内，10％が寄付を通じてシェアハウスの活動資金に充
てられ，入居者の生活費，母親の就労支援，子どもの学習支援等に使われるという特徴がある。
こうした支援は，例えば高齢者の福祉施設をホテル併設するといった応用の仕方も考えられ，新
しい観光と福祉の関係性を示唆するものであると考えられる。ただし，必要な経費に寄付金が上
乗せされる関係上，同じサービス水準のホテルと比較して宿泊価格が高くなってしまい，集客力
が低下する可能性もあるため，行政による補助金などの支援も合わせて検討していく必要がある。
　以上のように，京都市における労働力不足の解決策について，行政と民間の観点からそれぞれ
紹介してきた。ただし，いずれも具体性や有効性についてはまだ十分に検討していく必要がある
ため，今後の課題とする。
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第11章：おわりに

　ここまで，2025年の京都市における労働力不足について議論を行ってきた。本章では，本研究
における議論を振り返り，また今後の課題を述べ，結論とする。

［11―1］議論の振り返り
　京都市は，新型コロナウイルスの流行による規制が緩和され，再び観光客が増加しており，宿
泊業を中心とした観光関連産業で人手不足が発生している現状がある。また少子高齢化も進行し
ており，将来的に労働力不足が発生する可能性がある。
　そこで，2025年の京都市における労働供給について，グラビティモデルを用いて回帰分析によ
る推計を行なったところ，約78万人～83万人という推計結果が出た。
　次に，2025年の京都市における労働需要について，産業連関分析による３通りの推計を行なっ
た。まず，観光の影響を加味しない労働需要について，平成27年京都市産業連関表を用いて少子
高齢化による需要の変化を反映させた推計を行なったところ，約89万人と推計された。次に，
2025年の入洛者数が2019年の規模であったときの労働需要について，2015年の観光客数による需
要から変化させて推計を行なったところ，約89.6万人と推計された。最後に，2025年の観光客数
を GDP と為替による回帰分析を行い，労働需要を推計したところ，約99万人～107万人と推計
された。
　こうして推計した労働需給を比較したところ，観光客数が新型コロナウイルス流行前の水準に
戻った段階で労働力不足は起こり，今後さらに深刻な労働力不足が起こっていく可能性も考えら
れた。また，労働力不足の要因には日本全国の少子高齢化と観光客の増加の両方が関係しており，
労働力不足解消のためには，どちらの問題も避けては通れないものであることがわかった。
　そこで，労働力不足解決のために，行政主導・民間主導の方策をそれぞれ取り上げた。ただし，
いずれもデメリットや懸念点が考えられるため，具体的な実行可能性や，他の施策の検討なども
含めて将来の課題とする。

［11―2］今後の課題
　［11―1］の末尾でも述べたが，解決策についてはまだ検討の余地があると考える。また，労働
需要を求めるために回帰分析を行う際，図表７―４のように少ない観測数で信頼性が高いとは言
い切れない値を推計に用いているものもある。これは，観光政策が国全体で議論され，また観光
に関する種々の統計，特に地域固有の統計がとられ始めてからまだ日が浅いということにも起因
しており，今後，時間の経過とともにより多くの観測データが取得できるようになれば，より精
度の高い推計が行えるようになると考える。そのため，こうしたデータの継続的な収集や，現時
点で推計を行う際のより良い推計方法の検討についても今後の課題としたい。
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付録１：本研究における産業連関分析について

　本章では，本研究で行う産業連関分析の概要と手法，留意点について述べる。
　産業連関分析は，産業連関表に示される産業部門間の相互投入関係を利用して，該当地域内に
おける需要額からどれだけの生産がなされるか（経済波及効果）を推計する分析手法である。総
務省が公表している，国内全体の産業連関表には，簡易的に経済波及効果を計算できるシートが
付属しているが，本研究で使用する京都市産業連関表には計算シートが付属していない。そこで，
本研究では以下に示す手法を用いて，将来の京都府京都市における各部門の市内生産額，及びそ
れによって必要となる労働力を Excel で推計する。

①京都市情報館（2023）「平成27年（2015年）京都市産業連関表の公表について」から，37部門の
「統計表」と「雇用表」を取得する。以下，「統計表」内のシート「基本取引表」と「逆行列係数
表（開放型）」，「雇用表」内のシート「雇用表（37部門分類）」を使用するため，これらを１つのブ
ック内に移動しておく。

②新しくシート「産業連関分析」を作り，A2～A39 に「逆行列係数表（開放型）」の C5～C42 
を貼り付けて今後推計する部門を示す（A2 は「農林漁業」，A38 は「分類不明」，A39 は「列和」とな

る）。

③「産業連関分析」B2～B38 に，各部門で発生する最終需要を入力する。この最終需要につい
ては，商業マージン，貨物マージン，移輸入分を考慮する必要がある。この考慮の方法について
は別途記載する。

④「産業連関表」C2～C38 に「=MMULT（逆行列係数表（開放型）!D5 : AN41, B2 : B38）」と入力
することで，市内生産額を計算する。

⑤次に，市内生産額に応じて発生する雇用についても計算する。まず，「産業連関表」D 列で労
働投入係数を求める。これは「雇用表（37部門分類）」D 列の従業員総数を，「基本取引表」BE 列
の市内生産額で割ることで求められる（単位は人/百万円）。たとえば，この方法で求めた「農林漁
業」の労働投入係数は0.3358…となる。C 列に D 列を乗じることで，必要となる労働力を計算
できる。

①～⑤で示した方法により，各場合の市内生産額，及び必要となる労働力の推計を行う。たとえ
ば，2015年の観光規模における市内生産額，及び必要となる労働力は，下表に示すような値とな
る（市内最終需要の推計方法については５章で述べる）。
　最後に，産業連関表を用いて分析を行う際の留意点について２点述べる。
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　１点目は，産業連関分析において，固定資本は捨象される点である。本来，需要が増加してい
くと，それに応じた生産を行うには，製造用機械や工場などの固定資本を製造建設する必要が生
じてくる場合がある。このとき，固定資本の製造・建設額が生産額に上乗せされるため，労働力
はより多く必要になるはずである。本研究では新たな固定資本の製造・建設は行わないものとす
るが，仮に固定資本の影響を考慮に加えても，より労働力不足に拍車がかかるだけであると考え
られるため，本研究の分析結果・結論には影響しないと考える。
　２点目は，技術水準の変化である。本研究に使用した京都市産業連関表は2015年の技術水準に
基づいている。そのため，検討の対象とした2025年においては，デジタル化などの技術水準の向

（　　）
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上によって，各部門の労働投入係数が減少する可能性がある。これについては，具体的にどれだ
け労働投入係数が変化するかを推計することが困難である。したがって，今回は技術水準の変化
を必要労働力の推計時には考慮せず，今後の課題とする。

付録２：宿泊外国人の回帰分析結果

　本付録では，７章で推計を行なった宿泊外国人の回帰分析結果を示す。
　まず，すべての国について「GDP」「為替」「震災ダミー」を説明変数とする回帰分析を行っ
た結果を以下に示す。ここで為替の係数が負の値になっているイギリス，ドイツ，フランス，カ
ナダ，オーストラリアについては，この結果は推計に利用していない。
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（筆者作成）

　次に，イギリス，ドイツ，フランス，カナダ，オーストラリアについて，「GDP」「震災ダミ
ー」を説明変数とする回帰分析を行った結果を以下に示す。上記５カ国の推計については，この
結果を用いて立式を行っている。
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注
1）　本稿は，2024年３月に提出された谷口の修士論文がもとになっている。本誌への投稿にあたって，

谷口の指導教員であった松尾によって，些少な修正がなされている。
2）　これらの推計式における人口や生産年齢人口は，自治体間の規模の差を反映した指標であり，もと

もとは桁の違う差があるものを，対数をとって縮めているものである。したがって，同じ京都市の人
口や生産年齢人口の2020年から2025年までの差は，誤差の範囲内の違いであると考えられる。
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